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事業内容書
１　申請者概要
	商号又は屋号
	

	代表者職・氏名
	

	所在地
	〒

	担当者名
	

	連絡先
	TEL
	

	
	E-mail
	

	業種区分
	□ 製造業　□ 卸売業　□ 小売業　□ サービス業　□ その他の業種

	資本金又は出資額
	
	円
	※個人事業主は記載不要

	従業員等数
	
	人
	

	（うち 市内事業所における
雇用保険被保険者数）
	
	人
	




２　補助対象事業の概要
	奨学金代理返還制度
導入の時期
（就業規則等の施行日）
	年　　月　　日　

	機構への
代理返還申込日
	年　　月　　日　

	従業員等への
制度周知方法
	【周知日】　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日

【周知方法】
□ 周知文書を配布
□ 周知文書を社内掲示板へ掲示
□ 社内説明会を開催
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※複数ある場合はすべて選択してください。

	制度導入の
明示方法又は
制度導入を明示した
求人活動内容
	□ 自社ウェブサイトに掲載
（URL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 求人票に掲載
□ 求人サイトに掲載
（URL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□ 自社で就職説明会を開催
　□ 合同就職説明会に参加
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※複数ある場合はすべて選択してください。




３　従業員への支援内容　　※郡山市ウェブサイト等に掲載する可能性があります。
	(1) 支援対象
	支援対象としている従業員の雇用形態をすべて選択してください。
□ 正社員
□ パート・アルバイト
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(2) その他の要件
	上記①以外で支援対象の要件があれば記載してください。
（例）「新卒採用者」「入社後○年以内（以上）の者」「○歳以下の者」等






	(3) 支援内容
	（例）「月額返還額の○％」「月額上限○円」「一律月額○円」等






	(4) 支援期間 
	（例）「在職期間中」「最大○年間」等 






	(5) 補足事項
	上記①～④の補足があれば記載してください。 











